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（単位：千円）　　

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）

総事業費 交付対象経
費

国庫補助額 その他
（一般財源や
補助対象外

経費等）

1

令和7年度
鹿嶋市価格
高騰緊急支
援給付金

総務課
生活福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで，低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　6,797世帯×30千円，子
ども加算　647人×20千円，定額減税を補足する給付（うち不足
額給付）の対象者　10,975人　(201,790千円）　　のうちR7計画
分
事務費　36,893千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　
業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（6,797世帯），定額減税を
補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（10,975人）

R7.3 R8.3  216,533  216,533  -  - 
対象世帯に対して令和7年4月までに支給を開始
する

2

令和7年度
物価高騰対
応学校給食
費支援事業

学校給食セン
ター

①原油価格・物価高騰等の影響を受けている子育て世帯の負担
軽減のため，高騰する食材費の増額分の負担を支援し，給食費
の保護者負担を軽減する。
②学校給食賄材料費（教職員は除く）
③１日あたりの予定金額250円　実績１日あたりの金額306円　∴
56円の増
　56円×1日の提供数4,691人×給食回数196回＝51,488千円
　※その他7,055千円は一般財源
④保護者（鹿嶋市）

R7.4 R8.3  51,488  44,433  -  7,055 
現行の給食費の維持

・標準給食費：250円／人・食

3

令和7年度
物価高騰対
応公立保育
施設給食費
支援事業

幼児教育課

①高騰する給食賄材料費の増額分を補てんし給食費を維持する
ことで，物価高騰の影響を受ける公立保育所等へ通園している子
育ての世帯の生活を支援する。
②公立保育所等において子育て世帯への支援補填分として保育
園給食経費の賄材料費（職員は除く）
③賄材料費（物価高騰分）　2,085千円
　物価高騰分（園児＋職員分）　2,615千円
　園児人数　346人，職員人数88人　合計434人
　対象事業費（人数で按分し職員分を除外）
　2,615千円×（346人/434人）=2,085千円
　※その他85千円は一般財源
④１号及び２・３号認定子どもを持つ保護者（鹿嶋市）

R7.4 R8.3  2,085  2,000  -  85 
公立保育所等に通う子ども平均346人/月の給食
費等の引き上げを抑えるため，各施設に対して支
給する。

4

令和7年度
物価高騰対
応民間保育
施設給食費
支援事業

幼児教育課

①物価高騰の影響を受けている保育施設の給食関係費用を補
てんし，給食費負担額を維持することで，物価高騰の影響を受け
る民間保育所等へ通園している子育て世帯の生活を支援する。
②民間保育所等において徴収される給食費等の増額補填分とし
て，保育所等に対する補助金（職員は除く）
③物価高騰分月額500円×1,540人×12月＝9,240千円
④１号及び２・３号認定子どもを持つ保護者（民間保育所等）

R7.9 R8.3  9,240  9,240  -  - 
民間保育所等に通う子どもの給食費等の引き上げ
を防ぐため，各施設に対して支給する。
対象予定：平均1,540人分/月
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5

令和7年度
物価高騰対
応学校給食
費支援事業
（R7_予備）

学校給食セン
ター

①原油価格・物価高騰等の影響を受けている子育て世帯の負担
軽減のため，高騰する食材費の増額分の負担を支援し，給食費
の保護者負担を軽減する。
②学校給食賄材料費（教職員は除く）
③１日あたりの予定金額250円　当初見込んでいた１日あたりの金
額306円
　直近の支出額から算出した1日当たりの金額330.18円　∴
24.18円の増
　24.18円×1日の提供数4,691人×給食回数196回＝22,232
千円
　※その他3,203千円は一般財源
④保護者（鹿嶋市）

R7.4 R8.3  22,232  19,029  -  3,203 
現行の給食費の維持

・標準給食費：250円／人・食

6

令和7年度
物価高騰対
応こども食堂
支援事業

こども相談課

①材料費や燃料費等の高騰により，地域で自主的に運営されて
いるこども食堂の負担を軽減することにより，こどもの居場所や食
事の提供機会の安定的な確保等を図る。
②市内でこども食堂を運営する団体に対する支援金及び支援金
の交付に係る事務費
③支援金：令和7年4月1日から令和8年2月28日までの間の開催
回数
　　　5回以上10回以下　@25,000円×1団体=25,000円
　　11回以上15回以下　@50,000円×2団体=100,000円
　　16回以上20回以下　@75,000円×10団体=750,000円
　　21回以上　　　　　　　@100,000円×2団体=200,000円
　　合計1,075,000円
　事務費：通信運搬費（決定通知書の郵送代）　2,000円
④令和7年4月1日現在，市内でこども食堂を運営し，令和7年4
月1日から令和8年2月28日までの間で，事前に地域のこどもが自
由に参加できることを周知し，5回以上の開催実績がある団体

R7.9 R8.3  1,077  1,077  -  - 

現行の開催回数の維持

　5回以上10回以下　1団体
 11回以上15回以下　2団体
 16回以上20回以下　10団体
 21回以上　2団体

7

公共交通事
業者物価高
騰対策支援
事業

政策推進課

①エネルギー・食料品価格等が高騰しているなか，市内路線バス
及びタクシー事業者へ燃料費等物価高騰分を補助することで，公
共交通を担う事業者を支援する。
②市内公共交通事業者への燃料費等物価高騰分に対する補助
金
③補助金　6,780千円
　・バス　@300,000円×15台（2者）＝4,500千円
　・タクシー　@30,000円×76台（5者）＝2,280千円
④市内公共交通事業者

R8.2 R8.3  6,780  6,780  -  - 補助金支給件数　91台分
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8

高齢者施設
等物価高騰
対策支援事
業

介護長寿課

①物価高騰等による影響を受けている高齢者施設に対して，負
担増となっている経費に対する補填を行うことで，安定したサービ
ス提供を実施することができる。
②燃料，電気，ガス，食料費等の高騰による影響分の補填とし
て，高齢者施設等に交付する支援金
③④入所系
　広域特養・老健　600千円×7カ所＝4,200千円
　地域密着型特養・軽費・有料老人ホーム
　　　　　　　　　　300千円×9カ所＝2,700千円
　GH・小規模多機能　150千円×6カ所＝900千円
通所系
　通所介護・地域密着通所介護　150千円×19カ所＝2,850千
円
　通所リハ　200千円×2カ所＝400千円
訪問系
　訪問介護・訪問看護・定期巡回・訪問入浴・居宅介護支援・介
護予防支援　30千円×39カ所＝1,170千円

R8.2 R8.2  12,220  12,220  -  - 

対象となる全ての施設・事業所に対し，期限までに
支援金を「100%」交付完了する。 
【対象施設等】
・入所系　22カ所　7,800千円
・通所系　21カ所　3,250千円
・訪問系　39カ所　1,170千円

9

高齢者就業
支援団体物
価高騰等対
策支援金

介護長寿課

①物価高騰等による影響を受けているシルバー人材センターに対
して，負担増となっている経費に対する補填を行うことで，安定し
た運営ができる。
②燃料，電気，ガス等の高騰による影響分の補填として，シル
バー人材センターに交付する支援金
③500千円×1カ所
④シルバー人材センター

R8.2 R8.2  500  500  -  - 
物価高騰等による影響を受けているシルバー人材
センター1カ所に対して，期限までに支援金50万
円を交付完了する。

10

障害者施設
等物価高騰
等対策支援
事業

生活福祉課

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた事業者
に対し，負担の軽減を図るため，支援金を支給するもの。
②各事業所における需用費（光熱水費・燃料費など）
③(1)障害者入所施設　2事業所×450千円
　 (2)グループホーム　9事業所×250千円
　 (3)その他事業所　41事業所×110千円
④市内指定障害福祉サービス事業所及び障害児通所事業所
（一部除く）

R8.1 R8.3  7,660  7,660  -  - 
対象となる全ての施設・事業所（または目標申請
件数）に対し，期限までに支援金を「100%」交付完
了する。 
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11

医療機関等
物価高騰等
対策支援事
業

保健センター

①医療機関（医科・歯科）に対し，エネルギー価格の高騰分に対
する支援を行うことにより，安定的な医療提供体制の維持を図る。
②医療機関（医科・歯科）に対する支援金
③病院（200床以上）　　　　　　　　＠2,500千円×2カ所
　 病院（100床以上200床未満）  ＠2,000千円×1カ所
　 病院（100床未満）　　　　　　　　＠1,500千円×1カ所
　 病院（救急告示病院加算）　 　＠1,000千円×1カ所
　 診療所（有床）　 ＠1,000千円×4カ所
　 診療所（無床）　 ＠150千円×23カ所
　 診療所（歯科）　 ＠150千円×26カ所
④令和7年12月1日現在において市内に開設している医療機関
（医科・歯科）を対象とし，いずれも公立及び一般の方への診療を
実施していない診療所を除く。

R8.1 R8.3  20,850  20,850  -  - 

各医療機関（医科・歯科）において，継続的な診
療が行われる。

【支援医療機関数】
　・病院：4カ所　※救急告示病院含む
　・診療所（有床）：4カ所
　・診療所（無床）：23カ所
　・診療所（歯科）：26カ所

12

エネルギー
価格高騰に
伴う物流事
業者支援事
業

商工観光課

①物流事業者（トラック運送業，宅配業）は，エネルギー価格高騰
に伴い，直接的に大きな影響を受けている。このため，物流事業
者の負担の軽減を目的とし，市内の物流を支えていく。
②トラック1台あたり15千円の補助
　軽自動車貨物5千円の補助
③トラック１台あたり15千円，軽自動車1台あたり5千円
　上限250千円/事業者
　・市内のトラック事業者80事業者：9,610千円
　　ア)16事業者：16×250千円=4,000千円
　　イ)64事業者：374台×15千円=5,610千円【前回の内容】
　・軽自動車貨物
　　130台×5千円＝650千円
　郵送費
　　100事業者×110円＝11千円
※R7実施計画では郵送費の11千円のみ実施し，残りはR8実施
計画で実施する。
④市内でトラック等を所有し，物流業を営んでいる方

R8.3 R8.3  11  11  -  - 

・市内の物流事業者100事業者に対し，期限まで
に通知を「100%」交付完了する。
・今回支援する市内物流事業者の経営が継続す
ること。

13

物価高騰に
伴う新1年生
入学祝品ラ
ンドセル贈呈
事業

総務就学課

①物価高騰等により家計への負担が増している子育て世帯に対し
ランドセルを給付し，小学校入学時における経済的負担の軽減を
図る。
②ランドセル購入費
③18,000円×486人×1.1=9,622,800円
④新入学１年児童

R8.1 R8.3  9,623  9,623  -  - 子育て世帯の負担軽減額9,623千円
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14

文化施設の
エネルギー
価格高騰対
策支援事業

社会教育課

①電気料金をはじめとしたエネルギー価格の高騰を受けて，文化
施設の電気料金，光熱水費が高騰しているため，この高騰分に対
する支援を行い，現在の施設の利用料金を維持することで，物価
高騰の影響を受ける生活者や事業者の負担軽減を図る。
②市民が利用する文化施設のエネルギー価格の高騰分
③光熱水費：13,230千円(R7見込み)－4,653千円(R3実績)＝
8,577千円（高騰分）のうち
　　対象経費10,000千円(R7指定管理計画予算)－13,230千円
(R7実績見込み)=－3,230千円
　燃料費：4,188千円(R7見込み)－2,035千円(R3実績)＝2,153
千円（高騰分）のうち
　　対象経費3,700千円(R7指定管理計画予算)－4,188千円(R7
見込み)=－488千円
◎必要額：光熱水料費3,230千円＋燃料費488千円＝3,718千
円
④市民が利用する文化施設

R7.4 R8.3  3,718  3,718  -  - 利用料金の前年度比100％

15
小中学校光
熱費高騰対
策事業

教育施設課

①物価高騰により市内公立小中学校の光熱費が想定を超えて増
加している状況を踏まえ，本来市が負担すべき経費である光熱費
のうち，特に物価高騰に起因する増額分について，緊急的かつ臨
時的に本交付金を充当することで，学校運営や教育環境の水準
を維持しつつ，他の教育施策への影響や市民負担の増加を回避
し，安定した学校運営を図る。
②令和5年度と令和7年度を比較した光熱費増額分の一部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③令和5年度：55,626千円　令和7年度：63,647千円　増加額：
8,021千円のうち4,000千円を負担する。
④市内小中学校（小学校11校，中学校5校）

R7.4 R8.3  8,021  4,000  -  4,021 対象施設補助率100％
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（単位：千円）　　

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）

総事業費 交付対象経
費

国庫補助額 その他
（一般財源や
補助対象外

経費等）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

Ｎｏ
交付対象事
業の名称

所管課

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③積算根拠（対象数，単価等）
④事業の対象（交付対象者，対象施設等）

事業

始期

事業

終期
成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

16

下水道事業
電気料金・
資材価格等
高騰分補助
事業

下水道課

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により影響を受けている
下水道事業者に対し，高騰する電気料金に対する支援を行うこと
により，エネルギー価格等の物価高騰の影響を受ける生活者や事
業者の負担軽減を図る。
②鹿嶋市浄化センターに対する令和7年4月分から令和8年3月
分までの電気料金などの物件費の高騰分への一部支援
③物件費高騰分　27,342千円のうち10,000千円を補助
【電気料金】1kWh当たりの高騰額×使用電力量見込み※R3年
度比
・鹿嶋市浄化センター：8,360,161円増＝4.16（円/kWh）×
2,009,654（kWh）
【委託費】※R7年度執行見込額－R6年度決算額
・維持管理業務委託：16,921,000円増（81,917,000円-
64,996,000円）
【薬品費】※R7年度執行見込額－R6年度決算額
・高分子凝集剤等：2,060,000円増（17,038,000円-14,978,000
円）
④下水道施設（鹿嶋市公共下水道事業，鹿嶋市浄化センター）

R7.4 R8.3  27,342  10,000  -  17,342 
電気料金等の物件費高騰相当分の一部助成によ
る下水道施設の維持及び安定的な汚水処理　対
象施設1箇所

17

水道事業資
材価格等高
騰分補助事
業

財政課

①エネルギー価格，物価高騰の影響を受け，資材価格等も高騰
している。この高騰分に対する支援を行い，現在の水道料金を維
持することで，エネルギー価格等の物価高騰の影響を受ける生活
者や事業者の負担軽減を図る。
②工事費に係る資材，人件費等の高騰分
③高騰分見込（28,619千円）のうち，10,000千円
　・高騰分見込計算 R7年工事費支出見込500,317,725円×水
道工事インフレ率5.72%＝28,618,174円
　　※工事費はR7新規契約分の管渠工事費。他の国庫補助は除
外済。インフレ率は国土交通省建設工事費デフレーターより算
出。
④鹿嶋市水道事業

R7.4 R8.3  28,619  10,000  -  18,619 

水道料金の維持

・現在の水道料金　（税込）
（例）φ20mmの場合
　基本料金：10立米まで2,310円
　超過料金：
　　231円/立米（～20立米）
　　253円/立米（～50立米）
　　275円/立米（～100立米）
　　291.5円/立米（101立米～）


